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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　陸水の成分分析結果を評価する成分分析評価装置であって、
　前記陸水に含まれる所定のイオンの成分分析結果から電気伝導度を算出する電気伝導度
算出手段と、
　前記陸水から測定された電気伝導度と、前記電気伝導度算出手段によって算出された電
気伝導度とを比較して、前記成分分析結果の信頼性を評価する分析評価手段とを有するこ
とを特徴とする成分分析評価装置。
【請求項２】
　前記陸水を採水する採水手段と、
　前記採水手段によって採水された陸水から所定のイオンの成分を分析し、その結果を前
記電気伝導度算出手段に受け渡す成分分析手段と、
　前記陸水から電気伝導度を測定し、その結果を前記分析評価手段に受け渡す電気伝導度
測定手段とを有することを特徴とする請求項１に記載の成分分析評価装置。
【請求項３】
　前記電気伝導度算出手段は、前記陸水に含まれる単位体積当たりの陽イオンの当量の和
または陰イオンの当量の和から電気伝導度を算出することを特徴とする請求項１または２
に記載の成分分析評価装置。
【請求項４】
　前記電気伝導度算出手段は、以下の数１に示す式を用いて電気伝導度を算出することを
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特徴とする請求項３に記載の成分分析評価装置。
【数１】

【請求項５】
　前記分析評価手段により前記信頼度が所定の基準よりも高いと評価された成分分析結果
を用いて、前記成分分析手段によって分析できなかったイオンの濃度を推定する濃度推定
手段を有することを特徴とする請求項２～４の何れか１項に記載の成分分析評価装置。
【請求項６】
　前記分析評価手段により前記信頼度が所定の基準よりも低いと評価された場合、前記採
水手段は、前記陸水を再度採水し、前記成分分析手段は、前記採水手段によって再度採取
された陸水からイオンの成分を分析することを特徴とする請求項２～５の何れか１項に記
載の成分分析評価装置。
【請求項７】
　合流前の河川の本流から試料水の成分の分析及び評価を行う第１の成分分析評価装置と
、前記河川の支流から試料水の成分の分析及び評価を行う第２の成分分析評価装置と、前
記支流の合流後における河川の本流から試料水の成分の分析及び評価を行う第３の成分分
析評価装置と、前記第１、第２及び第３の成分分析評価装置から得られた情報を基に河川
の流量比を算出する河川流量比測定装置とを有する河川流量比測定システムであって、
　前記第１、第２及び第３の成分分析評価装置は夫々、
　前記試料水を採水する採水手段と、
　前記採水手段によって採水された試料水から所定のイオンの成分を分析する成分分析手
段と、
　前記試料水から電気伝導度を測定する電気伝導度測定手段と、
　前記成分分析手段による成分分析結果から電気伝導度を算出する電気伝導度算出手段と
、
　前記電気伝導度測定手段によって測定された電気伝導度と、前記電気伝導度算出手段に
よって算出された電気伝導度とを比較して、前記成分分析手段による成分分析結果の信頼
性を評価する分析評価手段とを有し、
　前記河川流量比測定装置は、前記第１、第２及び第３の成分分析評価装置において所定
の基準以上の評価が得られた成分分析結果から前記河川の本流に対する前記河川の支流の
流量比を算出する流量比算出手段を有することを特徴とする河川流量比測定システム。
【請求項８】
　前記成分分析手段は、ナトリウムイオン、塩化物イオン、硫酸イオン、及び溶存ケイ素
からなる群から選ばれる１種以上の成分を分析することを特徴とする請求項７に記載の河
川流量比測定システム。
【請求項９】
　前記流量比算出手段は、前記電気伝導度測定手段によって測定された電気伝導度からも
前記流量比を算出することを特徴とする請求項７または８に記載の河川流量比測定システ
ム。
【請求項１０】
　前記電気伝導度算出手段は、前記試料水に含まれる単位体積当たりの陽イオンの当量の
和または陰イオンの当量の和から電気伝導度を算出することを特徴とする請求項７～９の
何れか１項に記載の河川流量比測定システム。
【請求項１１】
　前記電気伝導度算出手段は、以下の数２に示す式を用いて電気伝導度を算出することを
特徴とする請求項１０に記載の河川流量比測定システム。
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【数２】

【請求項１２】
　前記分析評価手段により前記信頼度が所定の基準よりも低いと評価された場合、前記採
水手段は、前記試料水を再度採水し、前記成分分析手段は、前記採水手段によって再度採
取された試料水からイオンの成分を分析することを特徴とする請求項７～１１の何れか１
項に記載の河川流量比測定システム。
【請求項１３】
　陸水の成分分析結果を評価する成分分析評価方法であって、
　前記陸水に含まれる所定のイオンの成分分析結果から電気伝導度を算出する電気伝導度
算出工程と、
　前記陸水から測定された電気伝導度と、前記電気伝導度算出工程において算出した電気
伝導度とを比較して、前記成分分析結果の信頼性を評価する分析評価工程とを有すること
を特徴とする成分分析評価方法。
【請求項１４】
　合流前の河川の本流から試料水の成分の分析及び評価を行う第１の成分分析評価装置と
、前記河川の支流から試料水の成分の分析及び評価を行う第２の成分分析評価装置と、前
記支流の合流後における河川の本流から試料水の成分の分析及び評価を行う第３の成分分
析評価装置と、前記第１、第２及び第３の成分分析評価装置から得られた情報を基に河川
の流量比を算出する河川流量比測定装置とを用いた河川流量比測定方法であって、
　前記試料水を採水する採水工程と、
　前記採水工程において採水した試料水から所定のイオンの成分を分析する成分分析工程
と、
　前記試料水から電気伝導度を測定する電気伝導度測定工程と、
　前記成分分析工程における成分分析結果から電気伝導度を算出する電気伝導度算出工程
と、
　前記電気伝導度測定工程において測定した電気伝導度と、前記電気伝導度算出工程にお
いて算出した電気伝導度とを比較して、前記成分分析工程における成分分析結果の信頼度
を評価する分析評価工程と、
　前記分析評価工程において所定の基準以上の評価が得られた成分分析結果から前記河川
の本流に対する前記河川の支流の流量比を算出する流量比算出工程とを有することを特徴
とする河川流量比測定方法。
【請求項１５】
　請求項１３に記載の成分分析評価方法をコンピュータに実行させることを特徴とするプ
ログラム。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は成分分析評価装置、河川流量比測定システム、成分分析評価方法、河川流量比
測定方法、及びプログラムに関し、例えば、河川水、湖沼水、あるいは温泉の分析結果の
評価に用いて好適な技術に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、河川水など人体に影響を及ぼす水に対しては、成分分析は欠かせないものとなっ
ており、それに伴い、分析精度を向上させるために様々な提案がなされている。例えば、
特許文献１には、雨水などの試料水が電気的に中性であることを利用して陰イオンと陽イ
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オンとの電荷バランスから分析値の信頼性を評価するとともに、Kohlrauschの式において
、得られた各イオンの濃度に予め知られた各イオンの当量電導度を掛け合わせ、その和を
とった値（導電率の理論値）で電気伝導度を計算して信頼性を評価する雨水自動分析装置
が開示されている。
【０００３】
【特許文献１】特開平６－１０９７２１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、特許文献１に記載の雨水自動分析装置の場合、雨水のような希薄溶液に
対しては、前記のような方法で電気伝導度を計算することができるが、土壌などから様々
な成分を吸収した河川水や湖沼水など、高濃度の溶存イオンが含まれている陸水に対して
は、前記のような方法で電気伝導度を計算することができない。したがって、一般に、河
川水や湖沼水などの主要化学成分の分析値の信頼性は、陰イオンと陽イオンとの電荷バラ
ンスのみにより判断されている。しかし、この方法では主要成分の陰陽成分の全てを測定
する必要があるとともに、分析の過誤を起こしている成分を同定することが難しい。そこ
で、より簡便に分析値の信頼性を確認する方法が要望されている。
【０００５】
　本発明は前述の問題点に鑑み、河川水や湖沼水などの分析値の信頼性を簡便に確認でき
るようにすることを目的としている。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の成分分析評価装置は、陸水の成分分析結果を評価する成分分析評価装置であっ
て、前記陸水に含まれる所定のイオンの成分分析結果から電気伝導度を算出する電気伝導
度算出手段と、前記陸水から測定された電気伝導度と、前記電気伝導度算出手段によって
算出された電気伝導度とを比較して、前記成分分析結果の信頼性を評価する分析評価手段
とを有することを特徴とする。
【０００７】
　本発明の河川流量比測定システムは、合流前の河川の本流から試料水の成分の分析及び
評価を行う第１の成分分析評価装置と、前記河川の支流から試料水の成分の分析及び評価
を行う第２の成分分析評価装置と、前記支流の合流後における河川の本流から試料水の成
分の分析及び評価を行う第３の成分分析評価装置と、前記第１、第２及び第３の成分分析
評価装置から得られた情報を基に河川の流量比を算出する河川流量比測定装置とを有する
河川流量比測定システムであって、前記第１、第２及び第３の成分分析評価装置は夫々、
前記試料水を採水する採水手段と、前記採水手段によって採水された試料水から所定のイ
オンの成分を分析する成分分析手段と、前記試料水から電気伝導度を測定する電気伝導度
測定手段と、前記成分分析手段による成分分析結果から電気伝導度を算出する電気伝導度
算出手段と、前記電気伝導度測定手段によって測定された電気伝導度と、前記電気伝導度
算出手段によって算出された電気伝導度とを比較して、前記成分分析手段による成分分析
結果の信頼性を評価する分析評価手段とを有し、前記河川流量比測定装置は、前記第１、
第２及び第３の成分分析評価装置において所定の基準以上の評価が得られた成分分析結果
から前記河川の本流に対する前記河川の支流の流量比を算出する流量比算出手段を有する
ことを特徴とする。
【０００８】
　本発明の成分分析評価方法は、陸水の成分分析結果を評価する成分分析評価方法であっ
て、前記陸水に含まれる所定のイオンの成分分析結果から電気伝導度を算出する電気伝導
度算出工程と、前記陸水から測定された電気伝導度と、前記電気伝導度算出工程において
算出した電気伝導度とを比較して、前記成分分析結果の信頼性を評価する分析評価工程と
を有することを特徴とする。
【０００９】
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　本発明の河川流量比測定方法は、合流前の河川の本流から試料水の成分の分析及び評価
を行う第１の成分分析評価装置と、前記河川の支流から試料水の成分の分析及び評価を行
う第２の成分分析評価装置と、前記支流の合流後における河川の本流から試料水の成分の
分析及び評価を行う第３の成分分析評価装置と、前記第１、第２及び第３の成分分析評価
装置から得られた情報を基に河川の流量比を算出する河川流量比測定装置とを用いた河川
流量比測定方法であって、前記試料水を採水する採水工程と、前記採水工程において採水
した試料水から所定のイオンの成分を分析する成分分析工程と、前記試料水から電気伝導
度を測定する電気伝導度測定工程と、前記成分分析工程における成分分析結果から電気伝
導度を算出する電気伝導度算出工程と、前記電気伝導度測定工程において測定した電気伝
導度と、前記電気伝導度算出工程において算出した電気伝導度とを比較して、前記成分分
析工程における成分分析結果の信頼度を評価する分析評価工程と、前記分析評価工程にお
いて所定の基準以上の評価が得られた成分分析結果から前記河川の本流に対する前記河川
の支流の流量比を算出する流量比算出工程とを有することを特徴とする。
【００１０】
　本発明のプログラムは、前記の成分分析評価方法をコンピュータに実行させることを特
徴とする。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、陸水に含まれる所定のイオンの成分分析結果から電気伝導度を算出し
、前記陸水から測定された電気伝導度と、前記算出された電気伝導度とを比較して、前記
成分分析結果の信頼性を評価するようにした。これにより、河川水、湖沼水などの陸水の
分析途中で分析値の信頼性を評価することができるため、分析誤差の生じた試料を速やか
に再分析にまわすことができる。したがって、河川水や湖沼水などの分析値の信頼性を簡
便に確認でき、分析の時間的及び経済的な節約を図ることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１２】
（第１の実施形態）
　以下、本発明の実施形態について、図面を参照しながら説明する。
　図１は、本実施形態における成分分析評価装置の機能構成例を示すブロック図である。
本実施形態においては、河川、湖沼等に設置された採水施設に本装置が設置されている例
について説明する。
【００１３】
　図１において、１０１は採水装置であり、河川、湖沼等から直接試料水を採水する装置
である。採水装置１０１には、採水した試料水を貯蔵する容器が含まれており、後述する
データ判別部１０５から再分析を行う旨の信号が後述する成分分析部１０２を介して送ら
れてきた場合は、採水装置１０１は容器に満たされた試料水を排水し、試料水を河川、湖
沼等から再度採水する。なお、試料水を貯蔵する容器を複数個設け、データ判別部１０５
から再分析を行う旨の信号が送られてきた場合に、試料水を排水せずに別の容器に試料水
を再度採水するようにしてもよい。
【００１４】
　１０２は成分分析部であり、採水装置１０１において採水された試料水に含まれるイオ
ン成分について定量分析を行う。分析方法としては、イオンクロマトグラフ等の分析装置
で分析を行う。
【００１５】
　１０３はＥＣ測定部であり、採水装置１０１において採水された試料水の電気伝導度を
測定する。測定方法としては、ＥＣメータ等の装置で測定を行う。
【００１６】
　１０４はデータ処理部であり、成分分析部１０２において分析した成分の分析値を集計
し、集計結果を基に電気伝導度を算出する。電気伝導度と溶存イオン当量との関係はすで
にKohlrausch(1897)やOnsager(1927)らにより体系的に理論化されているが、本願発明者
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は湖沼水や河川水などの陸水については、これらの理論式では計算することができなかっ
た、電気伝導度として１０mS m-1を超える量の溶存イオンが含まれる試料水に対しても、
単位体積当たりの単純な陽イオン当量和あるいは陰イオン当量和と電気伝導度との間に高
い相関性が認められることを見いだした。そこで本実施形態では、電気伝導度と総陽イオ
ン和及び総陰イオン和の関係を最小二乗法により算出した以下の数１に示す式を用いて電
気伝導度（ＥＣ）を算出する。
【００１７】
【数１】

【００１８】
　なお、河川水や湖沼水などの表流水の主要な陽イオンは、数１に示したように、通常は
、ナトリウムイオン（Na+）、カリウムイオン（K+）、マグネシウムイオン（Mg2+）、カ
ルシウムイオン（Ca2+）の４種類であるが、稀にｐＨの極端に低いもの（ｐＨが４以下）
や還元的な地下水には水素イオン（H+）やアンモニウムイオン（NH4

+）が有意に存在する
。
【００１９】
　同様に、主要な陰イオンは、数１に示したように、通常は、塩化物イオン（Cl-）、硝
酸イオン（NO3

-）、硫酸イオン（SO4
2-）、重炭酸イオン（HCO3

-）の４種類であるが、地
質によってはフッ化物イオン（F-）、人為的負荷が大きな場合は燐酸イオン（PO4

3-）、
ｐＨが高い場合（ｐＨが９以上）では炭酸イオン（CO3

2-）、水酸化物イオン（OH-）が有
意に存在する。
【００２０】
　したがって、数１の式では、陽イオンに関しては、ナトリウムイオン、カリウムイオン
、マグネシウムイオン、及びカルシウムイオンの４種類の和で示したが、場合によっては
水素イオンやアンモニウムイオンを含めて電気伝導度を算出する。また、陰イオンに関し
ても同様に、塩化物イオン、硝酸イオン、硫酸イオン、及び重炭酸イオンの４種類以外に
、場合によっては、フッ化物イオン、燐酸イオン、炭酸イオン、または水酸化物イオンを
含めて電気伝導度を算出する。
【００２１】
　また、データ処理部１０４はメモリ（図示せず）を備えており、成分分析部１０２にお
いて分析した成分の分析値と、ＥＣ測定部１０３において測定された電気伝導度とを一時
的にメモリに格納する。
【００２２】
　１０５はデータ判別部であり、データ処理部１０４において算出された電気伝導度と、
ＥＣ測定部１０３において測定された電気伝導度とを比較し、成分分析部１０２における
分析結果の信頼性が十分であるか否かを判別する。具体的には、以下の数２に示す式を用
いて、分析結果の信頼性が十分であるか否かを判別する。
【００２３】
【数２】

【００２４】
　数２に示した分析精度の信頼性（Ｒ）が基準値に満たない場合は、成分分析部１０２に
対して、再分析を行う旨の信号を送る。なお、基準値については、ユーザがあらかじめ設
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定することができる。
【００２５】
　一方、分析精度の信頼性が基準値を満たした場合は、データ保存部１０６にその分析値
を保存する。なお、データ保存部１０６の代わりに、データロガーをＵＳＢ等を介して成
分分析評価装置１００に接続して、分析値をデータロガー等に保存するようにしてもよい
。また、Ｉ／Ｆ（インタフェース）１０７を介して他の情報処理装置等にデータとして送
信するようにしてもよい。
【００２６】
　１０８は表示制御部であり、成分分析部１０２において分析した成分の分析値、ＥＣ測
定部１０３において測定した電気伝導度、データ判別部１０５において判別した信頼性の
結果等を表示装置１０９に表示させる。
【００２７】
　なお、本実施形態において、採水装置１０１、成分分析部１０２、及びＥＣ測定部１０
３については、データ処理部１０４等と信号の送受信を行うことができればよいので、必
ずしも成分分析評価装置１００に内蔵されている必要はなく、互いに別の装置として構成
してもよい。
【００２８】
　図２は、本実施形態における分析評価の処理手順の一例を示すフローチャートである。
　図２において、処理が開始されると、ステップＳ２０１において、データ処理部１０４
は、成分分析部１０２における試料水の成分分析において、陽イオンまたは陰イオンの何
れか一方の分析が終了したか否かを判断する。
【００２９】
　この判断の結果、どちらの分析もまだ終了していない場合は、何れか一方の分析が終了
するまで待機する。一方、ステップＳ２０１の判断の結果、何れか一方の分析が終了した
場合は、ステップＳ２０２において、データ処理部１０４は、陽イオンまたは陰イオンの
当量の和から数１に示した数式を用いて電気伝導度を算出する。
【００３０】
　次に、ステップＳ２０３において、データ処理部１０４は、ＥＣ測定部１０３で既に電
気伝導度を測定してデータをＥＣ測定部１０３から受け取っているか否かを判断する。こ
の判断の結果、既にＥＣ測定部１０３で電気伝導度を測定し、データを受け取っている場
合は、ステップＳ２０５に進む。一方、ステップＳ２０３の判断の結果、まだ電気伝導度
の測定を行っておらず、データを受け取っていない場合は、ステップＳ２０４に進む。
【００３１】
　次に、ステップＳ２０４において、ＥＣ測定部１０３は、試料水の電気伝導度を測定し
、測定した電気伝導度をデータ処理部１０４に送る。次に、ステップＳ２０５において、
データ判別部１０５は、データ処理部１０４からステップＳ２０２で算出した電気伝導度
を取得し、ステップＳ２０４で測定した電気伝導度と比較して、成分分析部１０２におい
てした分析結果の信頼性を評価する。
【００３２】
　次に、ステップＳ２０６において、ステップＳ２０５における評価の結果、信頼度が所
定の基準値を下回り、再分析が必要であるか否かを判断する。この判断の結果、再分析が
必要である場合は、ステップＳ２０１に戻り、再分析を行う。再分析の際には、再分析を
行う旨の信号を成分分析部１０２を介して採水装置１０１に送る。採水装置１０１は試料
水を河川、湖沼等から再度採水し、成分分析部１０２は再度分析を行う。
【００３３】
　一方、ステップＳ２０６の判断の結果、信頼度が所定の基準値を上回り、再分析が必要
でない場合は、ステップＳ２０７において、試料水に含まれる主要イオン成分の分析結果
の信頼性の評価がすべて終了したか否かを判断する。すなわち、陽イオン及び陰イオンの
両方で分析結果の信頼性の評価を終えたか否かを判断する。
【００３４】
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　この判断の結果、信頼性の評価がまだ終了していない場合は、ステップＳ２０１に戻る
。一方、ステップＳ２０７の判断の結果、信頼性の評価がすべて終了した場合は、処理を
終了する。
【００３５】
　また、本実施形態においては、陽イオン及び陰イオンを通じて１成分に欠損が生じた場
合に、その欠損したイオンの濃度を一定の信頼度をもって推定することができる。例えば
、分析設備の中に滴定器具がないため重炭酸イオン（HCO3

-）が分析できない場合に、そ
の重炭酸イオンの濃度を推定することができる。
【００３６】
　図２に示したフローチャートを参照しながら、重炭酸イオン（HCO3

-）が測定できない
場合に、その重炭酸イオンの濃度を推定する手順について説明する。まず、ステップＳ２
０１～Ｓ２０６において、陽イオンについて信頼性の高い分析結果を得る。そして、ステ
ップＳ２０７においては、陰イオンの成分分析がまだ終了していないため、ステップＳ２
０１に戻る。次に、ステップＳ２０１において、測定不能の重炭酸イオンを除いたすべて
の陰イオンについての分析が終了したことを判断し、ステップＳ２０２に進む。
【００３７】
　ステップＳ２０２において、まず、重炭酸イオンの濃度の推定を行う。一般に、試料水
が電気的に中性であることを利用した陰陽イオンバランスの計算法が広く利用されており
、このイオンバランスを用いると、以下の数３に示す式を用いて重炭酸イオンの濃度を推
定することができる。
【００３８】

【数３】

【００３９】
　これにより、重炭酸イオンの濃度を推定し、以下の数４に示す式を用いて電気伝導度を
算出する。なお、欠損値の推定後に電気伝導度を算出するときは、数１に示した式を用い
ると、数３に示した式より陰イオンの濃度の和が常に一定となってしまい、再分析を行っ
ても常に同じ電気伝導度しか算出されない。したがって、この場合、個々の陰イオンの濃
度から電気伝導度を算出する。
【００４０】
【数４】

【００４１】
　次に、ステップＳ２０３においては、陽イオンの分析評価で既にデータをＥＣ測定部１
０３から受け取っているため、ステップＳ２０５に進む。
【００４２】
　次に、ステップＳ２０５において、分析結果及び重炭酸イオンの濃度の推定値の信頼性
を評価し、ステップＳ２０６において、再分析が必要であるか否かを判断する。信頼度が
基準値を下回り、再分析が必要である場合は、ステップＳ２０１に戻り、陰イオンの分析
値（重炭酸イオンを除く）と重炭酸イオンの推定値とから与えられる電気伝導度の計算値
が基準値を満たすまで陰イオンの分析を繰り返す。このようにして、欠損値に対して、一
定の信頼性をもってその推定値を与えることができる。
【００４３】
　以上のように本実施形態においては、現地設置型の成分分析評価装置１００における分
析時のデータの欠損を防ぎ、信頼のおける分析値を人為的な判断なしでまとめることがで
きる。また再分析によるフィードバックにより、信頼性が基準値に満たない分析値を出し
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た試料については、再度試料水を採水して分析を行うため、試料採取に欠損をきたすこと
が無くなる。さらに、従来はイオンバランスによって分析結果の評価を行っていたため、
陽イオンと陰イオンとの両方を分析する必要があったが、例えば、陽イオンのみを分析し
て信頼性の高い分析結果を得たい場合であっても、陰イオンの分析を行わなくても分析結
果の評価を行って信頼性の高い分析結果を得ることができる。
【００４４】
（第２の実施形態）
　第１の実施形態においては、河川、湖沼等に設置された採水施設に現地設置型の成分分
析評価装置１００を設置する場合を想定した。一方、成分分析装置として、分析精度の高
い原子吸光光度計やＩＣＰ（Inductively Coupled Plasma）発光分析装置を用いる場合に
は、装置の規模が大きくなるため、これらの装置を現地に設置することは現実的ではない
。そこで本実施形態では、試料水を予め採水して持ち帰った場合において、複数の容器に
入れてオートサンプラー等で採水する成分分析装置と、電気伝導度を測定するＥＣ測定装
置と、分析評価装置とからなる成分分析評価システムについて説明する。
【００４５】
　図３は、本実施形態における成分分析評価システムの構成例を示す図である。
　図３において、本実施形態のシステムは、分析評価装置３００と、成分分析装置３２０
と、ＥＣ測定装置３４０とから構成されている。基本的な構成は第１の実施形態と同様で
あるため、同一の構成については同一の番号を付している。異なる点は、第１の実施形態
の採水装置１０１及び成分分析部１０２が成分分析装置３２０となっており、ＥＣ測定部
１０３がＥＣ測定装置３４０となっている点である。この構成により、成分分析値及び測
定した電気伝導度等のデータをＬＡＮ３３０を介して送受信を行う。
【００４６】
　成分分析装置３２０は、例えば、ＩＣＰ発光分析装置や原子吸光光度計などであり、採
水装置としてはオートサンプラーを用いる。なお、ＩＣＰ発光分析装置や原子吸光光度計
などは、高精度での分析が可能でありながら陰イオン類の測定が不可能であるため、他の
成分分析装置と組み合わせてもよい。
【００４７】
　ＥＣ測定装置３４０は、ＥＣメータなどであるが、ＬＡＮ接続が可能なものを用いる。
本実施形態においては、電気伝導度の測定は１度しか行わないため、ＥＣ測定装置３４０
とＬＡＮ接続を行わず、予め試料水の電気伝導度を測定しておき、そのデータを分析評価
装置３００に記憶させておいてもよい。
【００４８】
　以上のように本実施形態においては、従来のイオンバランスによる分析値の信頼性判定
ができなかったＩＣＰ発光分析装置や原子吸光光度計のような高精度な分析が可能な装置
においても、信頼性の評価を行うことができる。
【００４９】
（第３の実施形態）
　本実施形態では、第１の実施形態で説明した現地設置型の成分分析評価装置１００を用
いて河川の流量比を測定する例について説明する。河川の流量を測定するには、河川の数
箇所の地点において流速を測り、さらに河川の断面積を求めるのが一般的である。また、
河川が小規模の場合は、Ｖノッチを河川に設置し、流量を測定する方法が利用される。
【００５０】
　しかし、前者は人員と労力を要し、後者は伏流水が多い場合や河床が岩石で覆われてい
る場合などには適用できない。化学的手法として、NaClや放射性物質などのトレーサー物
質による定率希釈法が用いられることもあるが、これは現場において希釈が理想どおりに
行くとは限らず、また環境への悪影響も危惧されるため、河川流量の測定法としては活用
されていない。本実施形態では、河川の化学成分のうち、溶存態として安定な多種の化学
成分を測定することで流量比を測定する。
【００５１】



(10) JP 4843791 B2 2011.12.21

10

20

30

40

50

　図４は、本実施形態における河川流量比測定システムの一例を示す概略図である。
　図４において、合流後の本流河川４０１に対する支流河川４０３の流量比（あるいは流
量・湧出量）を求めるために、合流後の本流河川４０１と、合流前の本流河川４０２と、
支流河川４０３とに、それぞれ第１の成分分析評価装置４０４と、第２の成分分析評価装
置４０５と、第３の成分分析評価装置４０６とを設置する。なお、各成分分析評価装置４
０４～４０６の機能構成については、第１の実施形態と同様であるため、説明は省略する
。
【００５２】
　各成分分析評価装置４０４～４０６で河川の成分分析が行われ、信頼度の高い成分分析
結果が得られると、河川流量比測定装置４００にその結果が送信される。河川流量比測定
装置４００は、各成分分析評価装置４０４～４０６から送信された成分分析結果を基に、
以下の数５に示す式を用いて、河川の流量比を算出する。
【００５３】
【数５】

【００５４】
　合流後の本流河川４０１と支流河川４０３との間に化学成分の隔たりがあり、かつ河川
水の混合による化学変化がない場合には、この数５を用いて簡便に流量比を算出すること
ができる。このとき、ナトリウムイオン、塩化物イオン、硫酸イオン、溶存ケイ素など、
溶存態として比較的安定し、かつ分析的にも良好な精度をもって定量値が得られる成分を
用いる必要がある。これら多成分による流量比の算出結果が略一致する成分を抽出し、流
量比が略一致する成分が多ければ多いほど流量比の推定精度を上げることができる。また
、推定流量比の算出結果からはずれた成分については、その成分による算出結果を基に、
例えば伏流水や、鉱泉流出水や、廃棄物処分場からの流出水のように観測地点では表出し
ない流出水による混合の影響を評価し、それらの流出水との妥当な混合比を算出すること
ができる。
【００５５】
　なお、本実施形態においては、ナトリウムイオン、塩化物イオン、硫酸イオン、溶存ケ
イ素など、溶存態として比較的安定し、かつ分析的にも良好な精度をもって定量値が得ら
れる成分を用いて流量比を算出しているが、イオンの濃度の代わりに、電気伝導度の実測
値を用いて流量比を算出することもできる。具体的には、各成分分析評価装置４０４～４
０６のＥＣ測定部１０３で測定した電気伝導度を数５の式にイオン濃度（Ｃ）の代わりに
代入することにより、流量比を算出することができる。
【００５６】
　図５は、本実施形態における河川流量比測定装置４００の機能構成例を示すブロック図
である。
　図５において、５０２は河川水分析部であり、各成分分析評価装置４０４～４０６から
成分分析結果をＩ／Ｆ５０１を介して受信し、前述した数２を用いて河川の流量比を算出
する。そして、算出結果をデータ管理部５０３に記憶させる。また、前述したように、解
からはずれた成分がある場合は、流出水の混合比の算出も行う。５０４は、表示制御部で
あり、河川水分析部５０２において算出した結果を表示装置５０５に表示させる。
【００５７】
　図６は、本実施形態における河川流量比の算出手順の一例を示すフローチャートである
。
　図６において、処理が開始されると、ステップＳ６０１において、各成分分析評価装置
４０４～４０６から成分分析結果をすべて入手したか否かを判断する。この判断の結果、
成分分析結果をすべて入手していない場合は、すべての成分分析結果が揃うまで待機する
。
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【００５８】
　一方、ステップＳ６０１の判断の結果、成分分析結果をすべて入手した場合は、ステッ
プＳ６０２において、前述した数５の式を用いて成分ごとに河川流量比を算出する。次に
、ステップＳ６０３において、すべての成分（電気伝導度も含む）について前述した数５
の式を用いて成分ごとに河川流量比を算出したか否かを判断する。なお、すべての成分と
は、前述したように溶存態として比較的安定し、かつ分析的にも良好な精度をもって定量
値が得られる成分について対象としており、河川流量比を算出するのが困難である成分か
らは河川流量比を算出しなくてもよい。
【００５９】
　この判断の結果、すべての成分において河川流量比を算出していない場合は、ステップ
Ｓ６０２に戻り、残りの成分について河川流量比を算出する。一方、ステップＳ６０３の
判断の結果、すべての成分において河川流量比を算出した場合は、ステップＳ６０４にお
いて、すべての成分における河川流量比の算出結果を基に、算出結果が互いに略一致する
成分を抽出する。
【００６０】
　次に、ステップＳ６０５において、算出結果が略一致する成分を基に、推定流量比を決
定する。次に、ステップＳ６０６において、流量比の算出結果が一致しない成分があるか
否かを判断する。この判断の結果、一致しない成分がない場合は、処理を終了する。
【００６１】
　一方、ステップＳ６０６の判断の結果、一致しない成分がある場合は、ステップＳ６０
７において、ステップＳ６０５で決定した推定流量比と、その成分から算出した流量比と
の差から流量水の混合比を算出し、処理を終了する。
【００６２】
　以上のように本実施形態においては、合流後の本流河川４０１に対する支流河川４０３
の流量比を算出することができる。また、鉱泉流出水の流量評価や、廃棄物処分場からの
流出水の流量評価を行うことができるため、水質汚染のモニタリングに有効である。
【００６３】
　なお、本実施形態においては、各成分分析評価装置４０４～４０６から成分分析結果を
すべて入手した後に、各成分における流量比の算出を行っているが、ある成分の成分分析
結果が揃った時点でその成分における流量比の算出を行うようにしてもよい。
【００６４】
（その他の実施形態）
　前述した実施形態の成分分析評価装置１００は、具体的にはＣＰＵ、ＲＡＭ、ＲＯＭ等
を含むコンピュータ装置或いはコンピュータシステムにより構成されるものである。した
がって、本発明の各機能処理を実現するために、コンピュータにインストールされるコン
ピュータプログラム自体及びその記録媒体も本発明に含まれる。
【００６５】
　プログラムを供給するための記録媒体としては、例えば、フレキシブルディスク、ハー
ドディスク、光ディスク、光磁気ディスク、ＭＯ、ＣＤ－ＲＯＭ、ＣＤ－Ｒ、ＣＤ－ＲＷ
、磁気テープ、不揮発性のメモリカード、ＲＯＭ、ＤＶＤ（ＤＶＤ－ＲＯＭ、ＤＶＤ－Ｒ
）などもある。
【００６６】
　また、前記実施形態は、本発明を実施するにあたっての具体化例を示したものに過ぎず
、これらによって本発明の技術的範囲が限定的に解釈されてはならないものである。すな
わち、本発明はその技術的思想又はその主要な特徴から逸脱することなく、様々な形で実
施することができる。
【図面の簡単な説明】
【００６７】
【図１】本発明の第１の実施形態における成分分析評価装置の機能構成例を示すブロック
図である。
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【図２】本発明の第１の実施形態における分析評価の処理手順の一例を示すフローチャー
トである。
【図３】本発明の第２の実施形態における成分分析評価装置の機能構成例を示すブロック
図である。
【図４】本発明の第３の実施形態における河川流量比測定システムの構成例を示す図であ
る。
【図５】本発明の第３の実施形態における河川流量比測定装置の機能構成例を示すブロッ
ク図である。
【図６】本発明の第３の実施形態における河川流量比の算出手順の一例を示すフローチャ
ートである。
【符号の説明】
【００６８】
　１００　成分分析評価装置
　１０１　採水装置
　１０２　成分分析部
　１０３　ＥＣ測定部
　１０４　データ処理部
　１０５　データ判別部
　１０６　データ保存部
　１０７　Ｉ／Ｆ
　１０８　表示制御部
　１０９　表示装置

【図１】 【図２】
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【図５】

【図６】
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